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人口転換をめぐる若千問題

行なうようになった。ところが，都市での彼らの生活環境は出生力を高める，i うな諸条件には恵ま 

れていないのである。かつて盔村は出産• 育児の担い手であり，労働力の供給源であったが，それ 

がいまや都市が農村にとってかわるようになった。 ,
以上が人口啤換をめぐる今日の課題である。西欧の経験からは，近代化および経済の躍進が人口 

転換を起こさせたのであるが，今日のわが国の経験はそれとは異なり，人口転換と経済発展とが平 

行して推移したことが特徴づけられる。そして近い将来に眼を.むけると，これまでの急速であった 

人口転換の結果として，人口の年齢分布がその姿を変えていく。，われわれが経済•社会の将来を考 

夂夺とき,' こうした人口の変貌を考慮にいれなければならない一面があることを深く認識する必要 

があろう.
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産業連関表と国民所得統計の斉合性

産業別マクロ.モデル作成と資料上の問題点一一

黒 田 昌 裕  

辻 村 江 太 郎
*圓 . ■'

- , . . . . . . .* -' ■ ■.-• ■* ■ .
本所論は，.目下作成の産業別マクロ •モデルの推計に際して,利用している產業連関表と国民所 

得統計との斉食性に着目して，モデル推計上行なった資料操作の記述と若干の問題点をまとめナこ 

ものである。昭和44年 5 月に国民所得統計は，40年 1 - 0表をペースにして民間消費およびデフレ 

，一タ一等を中心に改訂された。ここで摘出される問題点のうち，いくつかcdもめは，改訂されてい 

るが，ここでは作業の進行上の制約もあって，旧推計におおむね依っている。資料上の問題点は， 

昭和35牟 1-0表との斉合性という点に注目して述べられているのは，われわれのモデルの性格に

依存するところである。 '
- • ..

当該モデルは，産業連関表をその根幹とする，各部門の一般均衡的同時体系モデルである。資料 

は企画庁新中期マクロ計画の作成時に集成されたものが，ほぼ該当資料として利用，可能であった。 

以下に述べる若干のものについては，改めて推計もしくは追加しなければならなかづた。

モデルの性格からして，各產業部門間取引，最終需要項目，付加価値項目との間に，収支バラン 

スが成立するという意味で資料上の斉合性が一つの条件となる。 したがって，昭和3 5年産業速関 

表をベースにして, 各年の国民所得統計資料を調盤し，モデル作成の前紐階として，定義的な収支

バランスの成立を確認しておかなければならない。 :
イ ， .■ . ； ■ . ：. . ：

本作業は過去1 ヶ年にわたる，作業のヮ一ク • シートの一部を集録したかたちをとっているが,
そのまま推計手続きとその問題点を明らかにすることに，なると考える。 ；' ■ - ' . ■

， ■’ 、.+ .

丨' 1•産業部門分割と産業述関表の統合

企画j庁計画局作成の新中期マクロ計画でベ一スとして使用された昭和35年 (I960年) 60部門莪 

本表を利用可能な形に補整した。

K E O モデルの座業分割は最終段階では，60部H表にまで細分する評画であるが，虫面4 部門，

51(817)
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座業速関表と国民所得統訐の奔合性 

( 1 - 1 ) 表 部 門 分 割 対 . 照 表

計画局基本表（6 0 部H) 部 P1 1 1 部 |,(1 部 生 躲 企 業 搔 営 分 析
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産樂迎間表と国民所得統計の咨合性 . ‘
11部灼， 60部門と段階的にモデルの拡張を図る予足である。その際， （1-1) 表の部鬥分類対照表

に従う。新中期マクロ計画作成後の検討において，抝部丨》』分割における第じ產梁， その他製造業

の中に, , 60 部門表の⑰たばこ製造業，@ 身廻品, ⑩製材 • 木製品，© 象具，⑩印刷 . 出版,@ 皮承 •
皮革製品，⑰ゴム製厢，⑩石汕製品，⑩石炭製品，® 窯樂• 土石製品，⑩精密機械，'⑩その他製造

品等, 顧々の性格の産業が混在しているととが問題视されたが，われわれの作業において.も，その

分割は改善されておらず， したがって， 20部門モデルの結來を検討する際には留意しなければな 

らない点である。 、

産業連関表は, 昭和3 0年，| 35年，4 0年の各年について，作成され^•いるが,必ずしも現時点で 

は，無条件に3 表が比較可能とはいえない。昭和30 年表については，35年生産^ •価格表示めもの 

.が利用できる。しかしながら，fj•加価値資料の詐細が利用できず，したがって，3 5年表を bench- 
m a r kとして推s十する以卜の資料の齊合性チヱックには使用できない。中間取引部門およびそれか 

ら計算される投入係数表については，3 5年表との対応が可能であり，後述するRAS-method利用 

の際のチゴッタ材料として使用しfこ 。

昭和40 年表は，1969年 3 月， 各褙庁合同作業の公表資料が利用可能であるが，昭和35年偭格: 

表示のものがなく，したが:pて3E3年表とは直接比較することは難かしい。

昭和35年表の付加価値部H は，⑫家計外消费交出，⑬勤労所得， ⑳営槳佘剰，@資本減耗引当 '丨

金，@ 間接税，@ ( 控除)補助金に分類されており，個々の項目について，国民所得統計との斉☆性 

を確かめた結果若干の調整が必獎となった。 ..
. - ■パ. ■' . . パ  . .

§付 加 価 値 項 目 の 斉 合 性 .

. 、. .

⑷ 補 助 金 (控除项目）

昭和3 5年産業迚関表作成作業報告（行政管理;j:統計雒準局TIDによれば，「補助金項Hは各嵇補助 

金のう.ち経常経費補助的性格をもった補助金を選定し，該当する業嵇に割当て，Controled Total 
もしくは付加価値額をゥヱイトとして，各部丨"jに配分した」とある。選宠された経常終廣補助金の 

項自内訳によれば，総補助金額35, 742百万円の.うち，食撒管理搜及び農鹿物等俪格安定费の食糧 

管理特別会計繰’入分が32,100苗万ドJとほぼ90%をしめている。•また，35.年 1 -0表の補助金顼丨::丨の. 
部門別比率は, 11部luj分類で食料品部門が86. 4 % とほとんどをしめ，以下,商業サ一 ビス部門6  
9 % ,農林水鹿部門の3. 8 % ,鉱業部門の0. 4 % ,化学部門0. 3%,公益部門 0 .1 % となっている。

補助金項目の部鬥別時系列資料作成に関しては,35华 1 - 0 表作成段階における補助金项ロ別時系 

列资料を得ることが轺ましいが，祺突上困難である。そのため，補助金のほとんどをしめる食糧管 

邵■特別会計への繰入分のみの時系列資料を利川して食料晶部門め補助金額を推評，他の部f»jは35年
 * 53 (819) •— -
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i 業迹関表と国民所得統計の苔合性 

1 - 0 表の補助金額と変らぬものとした。

食糧管理特別会計の一般会計からの繰入分資料は（2- 1 ) 表に記載した。3 5年不変価格表示にす 

るため，日 銀 「食料品卸売物価指数」 によりデフレートした。 35年 1 -0表食料品部門の補助金額 

は, 11部門表で29, 299百万円，4 部門表で29,427百万円で第3 表の35年の32,100百万円のそれ 

ぞれ91.3%, 91.?% であった。 したがって，（2-1)表の各時系列値をこの比率で修正してもとめた 

のが，、第 9 欄，第 10櫚の推計値である。他の部門の補助金については，昭和35年ト0 表の額に固 

矩した。

(2—1 ) 表 補 助 金 （食糧管理特別会計の一般会訐からの繰入）
単 位 100万円

1 2 3 4 5 • 6 7 8 9 10

年 度
被 害 農 家  
扱失補淇

前 年 度  
米麦補犋

調整 a /c 農産物等価 
格 安 定 资

砂 糖 類  
調 整 a /c 輸 人 飼 料  

調 整 a /e 合 計
デフレ— ト

济(35年価格）

1 1 部 門
調 整 値

4 部 門
調 整 値

年30 113 6,700 —. - — 6,813 6,976 6,369 6,397
31 — 3,356 - 一 一 — 3,356 . 3,514 3,158 • 3,222
32 16,037 15,000 — — 31,037 31,606 28,856 28,983
33 - —— — 1,000 — 一 . 1 . M 1,026 937 941
34 : — — — . 2,800 — 一 2,800 2,858 2, 609 2t 621
35 — —- 29,000 3,100 - — 32,100 32,100 29, 307 29,446
筇 —

一 66,000 3,000 - — 69,100 68,483 62, 525 62,799'
37 — \  — 67,000 1,737 一 t 一 70,000 69,307 63, 277 63,555
38 — — 74,000 2,760 - — 75( 737 70,519 64,384 64,666
39 — — 105,000 659 ;~ — 107,760 100,804 92,034 92,437
40 ，— — 120,500 6,453 5,264 4,100 130( 523 118,014 107,747 108,219
41 — . — 202,000 — — 4,300 212,753 185,648 169,497 169,739

(ロ） 間 接 税

産業部門.別間接税の推計は，産業連関作成報告書に記載されているところによれば，定義は国民 

所得統計における間接事業税および税外負と完全に一致する。推計資料は国税庁統計年報書，地 

方財政概要，国富調査報告書等を併用している。部門別配分をこれらの資料から時系列的に推計し 

つみ上げることが望ましいが，当該モデル作業については，第一次接近として以下の方法で推計’し

7こ。

昭和35年について，1 -0表間接税総額と国民所得統計間接税額とを比鮫すると， 1,298, 899百万. 
fHに対して， 1,344,000百万円と約4%後者の値が前者を上まわる。これは, 1 -0表間接税に関税 

が含まれていないためと考えられる。関税分の比率を一定とし，所得資料の総額について, 1 - 0 表 

額に調整して，その総額を昭和35年 1 -0表の部門間比率で按分した。

これは, 輸入関税率の引下げ等诌由化政策の反映を無視していることになり，あくまで資料調整 

としては，第 1 次接近である。モデルの改定作業時に考撤すべき問題点として数え上げるべきであ

る 。 て . . へ ' .ぐ … . ■

■—— U(820) —

産業速関表と国民所得統計め齊合性' •
(3—1 ) 表 11部門間接税推計値

(100 方)

(3—2 ) 表 4 部門.問接税推計値

(100 7J)

半 度
度 業

30 •  31 32 -33 34 35. 36 37 38 39 40
1 27344.873 29594.994 33909.216 35368.755 41049. 506 48086.053 58345.746 62280.775 71324.187 76936.970 86806.738
2 397046.59 429718：26 492360. 62 513553.06 596037.36 693207.77 847178.16 904316. 64 103562.45 111712.20 126043.07
3 69446.630 75161.168 86117.819 89824.547 104251.71 122122.13 148178. 24 158171.87 181139.05 195393.60 220459.43
4 244801.61 264945. 54 303568.09 316634.42 367490.64 430484.46 522333.11 557560. 97 638521；00 688768.74 777126.62

第 3 -1表，第 3 -2表は1 - 0 ベーX修正済の11部門， 4 部門別間接税の時系列推計値である。

レ） 勤 労 所 得

昭和35年産業連関表における勤労所得と所得資料からめ名目賃金との斉合性を確認するには，

先ず, 両資料の就業者数および雇用者数の斋合性をチヱックしなければならない。

就業者数の資料に'9 いては，労働力調查および国勢調査によるものの2 資料が利用可能である<
I -0 表における就業者および雇用者の定義は，国勢調査, 労働力調査の定義と同様である。すな:わ " 
ち，就業者は，つぎにのべ石従業者と休業者とからなる。

従業者；調杳期間中に収入を伴う仕事に1,時間以上従事したもの（内職者および家族従業去で収 

入を伴わない場合もここに含める） ■
休業者；仕事を持ちながらその仕班を休んだもののうち，調査週間中の給与貨金め支払いを受 

けているか, 受けていることになっている雇用者および家族従業者，または屈用渚が 

調崙週間中その営む事業に働いていた囟営業生 .
就業者はさらに腐用若, 自営業主および家族従業者に分けられる。鹿用岩とは，「雇おれて賃金. " 

給料をうけているものをいい, 常勤 • 非常勤，または現業♦非現業を問わず, また会社*団 体 • 公 . 
♦社の役員も含まれる。」丨き営業茁どは，「個人で斯業を経営しているもの」をいい,，家族從業者とは

— ^ ( 821) • — ~ ■ に

年 度
產 業

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40
1 27344.873 29594.994 33909.216 35368.7 砂 41049. 506 48086.053 58345.746 62280.775 71324.187 76936.970 86806.738
2 5668.4627 6134.9021 7029. 2201 7331.7754 8509.3681 9968.0106 12094.796 12910.509 14785.165 15948.669 17994. 625
3 173223.04 187477.01 214806, 55 224052.36 260038. 52 304613.32 369605.96 394533.40 451821.19 487376.78 549899.34
4 8269.8276 8950.3250 10254.519 10696.466 12414.477 14542. 519 17645.327 18835.386 21570.358 23267.815 26252.699
5 . , 11127.655 12043.314 13798.934 14392.874 16704. 585 19568.020 23743.075 25344.385 29024.490 31308.542 35324.921
6 ,7456. 9172 8070.5229 9247.0066 9645.0211 11194.155 13113.013 15910.821 16983.899 19450.028 20980.627 23672‘ 102
7 46789.838 50840.023 58022.093 60519.510 70239.848 82280.091 99835.458 106568.68 122042.87 131646.91 148535.08
8 209886.09 227156.93 260270.83 271473.54 315076.25 369085.40 447833.88 478037.26 547450.14 59053L16 666286.75
9 4072. 2173 4407.3068 5049.7837 526?‘ 1392 6113.1205 7161.0079 8688.8885 9274.8957 10621.645 11457.506 12927.317

10 60428.724 65401.208 ケ4935.097 78160.491 90714. 235 1G6264.11 128936.74 137632.66 157617.46 170021.00 191831.94
11 184372.89 199544. 34 228632. 99 238473.94 276776.42 324220. 35 393396.37 419928.31 480903.54 518747.74 585294.69

啊 ， -作 幽 搬 扉 却 竹 ， w ャ晰赞研输事^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ 細 ^ ^ ょ論被^ ^ ^ 靈 ^ ^ ^ ^ ^ ^ き 纖 嫩 滅 被 .依.
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• 産業連関表と国民所得統計の杏合性

「俩人の商店や農家などにおける業主の家族で，給料 • 賃金をもらわず，その業主の営む事業に従 

事しているものj をいう。

したがって，就業者鉍および雇用者数の推定に際して, 定義的には問題はない。産業連関表の就 

業苦は産業部門別生産およびサ一ビスのアクチイビイテイに見合らたかたちに推計されている点に 

りいても‘锫意しておかなければならない。35年ト0 由乍成:時の報告書によれば，產業連関表では 

也産活動を国内生産にかぎるという建前から，就業者数• 勤労所得等の内に，駐留軍労務者が含す 

れておらず，一方，それを含んでいる国民所得統計の数値には,在外公務の洁動を含んでいないと 

いう弟異がみられる。 これらを調整すれば，35年 1 - 0 表の総就業者数では， 0.06% 所得統計資料 

が 1 - 0 資料を上まわっており，福用岩数については, 0 .2砍 ，勤务所得についてば0.22%逆に， 

後者が前者を上まわ’っている。

詳細に比較検討するため, 3 5年 1 - 0 表の雇用表の產業分類を当該モデルの20部門，11部門, 4 
部門に統合して，新中期マクロ計の資料，労調ベース，国調ベースの就業者数•雇用者数を比較 

したものが（4 - 1 )表，（4 - 2 )表である。 '
( 4 - 1 )表によれば，国調べ一スの就業者数と1 - 0 ベースとは，第 16産業不動産を除いては,ほ 

ぼ觅合っているといえる。労調べ一スと比較すると，食料品. 紉績 • 商業•不動產等め産業で30% 
程度の差がみられる。国調べ一ス• 労調ベースを比較した場合，1 - 0 表との齊合性という意味では， 

昭和35年に関しては，国調ベースの方が斉合的でちるといえる。 しかし•ながら， どちら•かがすベ 

ての産業部鬥で1 -0資料より過小もしくは過大といった傾向はみられない。 '
この性質はある程度部鬥数をアグ!）ゲイトすると資料のギャップは相殺されるこ > を意味してい 

る。（4 - 2 )表がそれを示しているといえる。

4 部門にまで統合した場合にほ，労調 • 国調 . 1 - 0 表の差はほとんど相殺される。このこi はし 

たがって，產業細分類化したとき，1 - 0 表がアクテイビイテイ ー •ベースで部門舉位を決めている 

ことに帰因すると考えて皮い。資料改訂の際には留意すべき点であろう。 、

屈用者数に関しては，労調•国調ベースの雇用者数の邰門別資料が入手できなかったため, 逆に 

1 - 0 表の就業若一戚用者比率を用いて推計することにした。比率は20 部門につ い て （4- 1) 表の第 

9 欄に記載した。農林水產部阅では，0. 08906と就業者のうちほぼ91% が家族従業者であること， 

商業 • 不動座- ,•金融保険• サービスの各部でも，丨自営業主•家族従業者の比率が大きいことが窺 

える0 '
就業渚数のト0 ベ一スへの調盤は/  3 5 年の部門別のC /A 及び C/B ( ( 4 - 1 )表 • (4 -2 )表）の補正虚 

として，労_ および国調ペースの資料を補疋することにした。

研用者数資料は， 3 5年 1 - 0 表の就業者ー屜用渚比率をそのまま労調•闺調ベースの時系列に利 

川することは, 経済発展途上における産•梁即労働移動およぴ貨金決矩メ力ニ .ズムを無视することに

— 5 6 _ ) —

症-業迚閲丧と闰禺所得統針の咨合性

なるので，別途労調及び国調の樹上げで各年推計しなければならない。35平の比率はモデルの検时 

の段階で別途チェック# 料とすることができよう。 .
( 4 - 1 ) 表 2 0 部門就業若数 ‘ 雇用者数調整< 35年) . . ： (1000人）

m m n m k ' Bm  m 就 業
CI —O 就寨 C —A C —B C / A G / B Di —o 塥用

D / C
1 14/490, (XX) 13,447厕 13,482,586 .-1 ,0 0 7 ,4 1 4 35,586 0. 9305 1.0026 1,200,709 0.08906
2 510*000 578,000 5ナ6 ,563 66,563 - 1 , 4 3 7 1.1305 0.9975 544,879 0.9450
3 889,000 1,236,000 1,216,752 327,752 -1 9 ,2 4 8 1.3687 0.9344 1,006,543 0.8272
4 1,893,000 1,264,000 1,492,618 一  400,382 228,618 0 .7885 1.1809 h  217,047 0.8154
5 • 320,000 305,000 .304,171 — 15,829 - 8 2 9 0.9505 0. 9973 257,587 0.8468
6 493,000 473,000 4^1,995 - 2 1 , 0 0 5 一 1,005 0.9574 0.9979 465,262 0.9857
7 583,000 530,000 530,336 - 5 2 , 6 6 4 336 0.9097 1.0006 523,059 0.9863
8 678,000 612,000 609,204 - 6 8 , 7 9 6 - 2 , 7 9 6 0.8985 0.9954 491,568 0.8069
9 671,000 805,000 805,096 134,096 96 1 .1998 1* 0001 772,939 0 .9 5 0 1 、

10 676,000 700,000 699,945 23,945 一 55 1.0354 0. 9999 677,515 0.9680
11 571,000 709,000 707,503 .136,503, — 1,497 1.2391 0.9979 654; 607- 0.9252
12 2,736,000 3,411,000 3,290,536 554,536 -120,464 1.2027 0.9647 2,388.935 0- 7260
13 2,360,000 2；173,000 2,768,714 408,714 595,714 1.1732 1.2741 2,209,914 0. 7982
14 231,000 255,000 255,324 24,324 324 1.1053 1.0013 253,794 0.99^10
15 7*710,000 5,655,000 5,666,807 -2,043,193 11,807 0.7350 1.0021 2,874,891 0.5073
16 91,000 96,000 53,860 - 3 7 , 1 4 0 - 4 2 / 1 4 0 0.5919 0.5610 21,960 0.4077
17 2； 219,000• ” - 1* 966,000 1,961,512 _  257,48S 一 4,4^3 0:8840 0. 9977 1,883； 879 0,9604
18 699,000 774,000 817,088 118,088 43,088 L 1689 1.0557 162,352 0.1987
19 6 ,8i0, OCX) 6,801,000 6,742,155 - 67,845 — 58,845 0.9900 0.9913 1,198,709 0, 1778
20 30,872 30,872 1.0000

(4— 2 ) 表 就 業 者 数 調 整 w o rk -sh e e t i l 部門

A
国 調

B
负 調

C35年 I —O表 
就 業 老 数

D
m 用 者 数 C / A C / B D / A D / B

1 . 13,447,000 14,490,000 13,482,586 1,200,709 1.0026 0 .9305 0 .08929 0.08286
2 578,000 510,000 576,563 544,879 0 .9975 1 .1305 0 .9427 1.0684
3 1，236,000 889,000 U216,752 1,006,543 0 .9344 1.3687 0 .8144 1.1322
4 1,569,000 2,213,000 U 796, 789 •* 1,474,634 1 .1452 0.8119 0.9399 0.6664
5 473,000 493,000 471,995 465, 262 a  9979 0 .9574 0 .9336 0.9437
6 .し142,000 1,261/000 1,139, 540 1,014,627 0 .9978 0 .9037 0.8885 0.8046
7 2,214,000 1,918,000 2,212,544 2,105,061 0 .9993 1.1536 0 .9508 1.0975
8 3,411,000 2P 736,000 • 3,290, 536 2,388,935 0. 9647 12027 0 .7(X>1 0.8731
9 2 ,173,000 2, 360,000 2,768,714 2 .209, 914 1.2741 1.1732 1/0170 0.9364

10 2,221,000 :2,450,000 2,216,836 . 2,874,891 0 .9981 0.9048 , 1.2944 1.1734
13,326,000 15,310,000 13,310,782 9,301,348 0. 9939 • 0 .8694 0.6930 0.6075

4 部 門

■：1 . 13 , 44 7 , 0 00 I4f 490,000 .1 3 ,  482,586 1,200,709 1.0026 0.9305； 0.08929 0.03286
2 6,794,000 6 ,348,000 6,780,640 6,414,991 0. 9980 1.0682 o. n i o 0,8530
3 6,002,000 6,032,000 7,193,253 5,794,864 , 1 • 也  5 ノ  !.192& 0.9655 0,%07
4 15,547,000 17,760,000 15,527,618 9, 301,348 0 .9988 0.8743 0,5983\ * . ： 0. 5237

57(823) —
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産業連関表と国民所得統計の斉合性

名目賃金の資料は労調ベース• 国調ベースの両推計を時系列で利用することができる。産業連関 

表の勤労所得を上記雇用者数で除して平均貴金を推計できる。 ( 4 - 3 )表第3 欄が11部門， 4 部門 

に関する推計値でもる。 1 1部門では，公益業，商•サ•雑の部門， 4 部門では商業部門で若干の相 

違が見られる。これは，労調及び国調ベーヌの資料の統合の際，雇用者数の資料が利用できなかっ 

たため，やむなく就業者数をゥヱイトにして統合した。その結果就業者数資料のギャップがそのま

' ( 4 - 3 ) 表 雇 用 者 調 整 に よ る

1 1 , 部 門

A
I —O (35) 募 

勤 労 所 得

B
同 左 （人） 
雇 用 表 数 (4n/A)

D
名 B t t 金 (労）

E
同 左 

(国）
D / C E / C

1 ‘ 224,243 1, 200,709 186.8 186.8 186.8 1_ 0 1.0
2 163,339 544,879 299.8 304.6 304.6 1‘ 01601 1.01601
3 164,802 1,006,543 163.7 202.2 202.2 1.23518 1.23518
4 266,473 1，474,634 180.7 177.1 182.4 6 .98007 1.00940
5 149,014 465,262 320*. 2 330.3 330.3 1.03154 1.03154
6 317,850 1,014,627 313.3 297.9 、 298.2. 0 .95184 0 .95180
7 605,446 2,105,061 287 ‘ 6 283.9 286.1 0 .98713 0 .99478
8 487,575 2,388,935 204.1 217.4 217.4 1.06516 1,06516
9 455,251 2,209,914 206.0 237.3 237,3 1 .15194 1 .15194

10 740,367 2,874,891 257.5 338.9 340.9 1.31611 1.32388
11 2,435,763 9,301,348 261.9 184.9 181.7 0 .70599 ' 0 .69377

部 門

1 224, 243.0 1,200,709 186.8 186.8 186.8 1.0 L 0
2 1,082,189.0 5,414,991 199,8 208.2 213.9 1.04204 1.07057
3 1,527,561.0 ■ 5,794,864 263.8 272.4 274. 2 1.03260 1.03942
4 3,176,130.0 9,301,348 341.4 ■ 206.2 . 2 0 4 . 5 0.60398 0.59900

ま名^!賃金資料に反映したものと考えられる。雇用者数の推計改訂の後，検討すべき点である, 
1 - 0 資料との斉合性を保つため，D/C，B/C (4 -3表 6 亂 7 欄）を補正率として，労調•国調それ 

ぞれ補正し，昭 35年基準で各年の斉合性を保った。 '
. • !

㈡ 、資本減耗引当金 '
減価償却費として計上される当引当金は，企業が好況時には利益の一部を引当金として計上する 

ことが多いため，通常好況期には上方バイアスを， 士た不況期にはその逆で下方バ イ ア ス をもつこ 

t が多い。

したがって，当モデルでは, 好不況を標準化し，利益分の繰入れを除くため,次式の定率償却式 

弩推宠して, その理論値を用いる。

( 5 - 1 ) D ロ aK4 ’
• • 58 ( 8 2 4 )一—"

|業埤関表と国民所得統計の奔合性

D は資本減耗引当金，K は有形固定資産一建設仮勘定である。推定資料は検討の結果,所得勘矩

ベースの寳料を用いず，「日銀主要企業経営分析」の半期別資料を用いた。

• . -  -

( 5 - 1 ) 表 1 1 部 門 別 D=oK» (主要企業経営分析）

REG. C O E F  (ST. DVO C O N S T A N T  (ST ‘ D V .) A D J. R.

鉱 業 0* 581550 1.064421 0.884226
(0.0842973) (0:440843)

食 料 品 1 .145872 -1.984528 0.996481
(0.0267263) (0.133459)

供 雒 • 紙 パ ル ブ 1.289795 -2.822212 0.974541
(0.0821331) (0.461174)

化 学 L 083806 -1.576642 0.990099
(0.0425843) (0. 229935)

金 属 1.025072 -1.333170 0.941311
(0.101447) (0.579747) 1 *

按 « L 076939 — 1.510479 0.99687?
(0.0236539) (0.131859)

そ の 他 製 造 1.050051 — 1.470087 0.995698
(0.0270937) (0.146164)

妞 設 業 0.759503 0.149029 0.968118
(0.0543645) (0 .233S59)

公 益 . 業 1,594217 -5.224041 0.953947
(0.138513) (0.871253)

商 サ 雑 a  889560 -0.852856 a  924299
(0.101216) (0.527494)

パラメタ一の推定結果は（5- 1 ) 表に記載した, 部門統合は,モデルの部門分割と斉合的にする 

ため，（i - 1 ) 表の対照表末欄の分割でおこなった。農業以外の10部門について， (5-1) 式の当は 

まり，パラメタ一の有意性はほぼ満足のいくものであった。その他製造業については,ゴム製品製 

造業で代表さ仓た。鎔業の“ V 0 . 58l 55 と小さい以外は，他はほぼ1 .0近傍で安宏し'ている。 A 
部門についても同様の推定式でパラメターを推定‘した。 •
推定したパラメタ 一a，b を用いて, 所得ベースの資本ストック（取杯べ一ス）K* を右边に代入 

し，所得ベース資本減耗引当金の理論値をもとめ， 35年 1 - 0 表の部prj別資本減耗引当金との比率 

を補正率として，部門別所得ベ- ス引当金の理論値を補正した。

> 0 ベ一ス調整済の11部門および4 部門の;減価償却到当金資料は（5-2) ( 5 - 3 )表に記載した。
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產― 速说I表..と固與所得統許の奔合性.
(6 -r l)表付力n伽値*、家計外消費支出調整 

1 1 ぐ 部 門
13 5 年 

家訐外消赀支出

2 .3 5 年 

生 産 • 餚

3
1 / 2

4
1 / T  .

54 0 年 • 
家計外消践支出

64 0 年
生 產 領

7
5 / 6

8
5 / T

1 7,026 3 .128,257 0.002246 0 .007938 18,088 4,747,157 0.003810 0.0125232 12,108 393,015 0 .030808 -0 . 01 36 8 0 15,398 541,644 0.028428 0.0106613 32,599 3,338,930 0.009763 0 .036831 56,386 5#2S0,717 0.010739 0*0390404 22,990 会，622,杉14 0 .008766 0 .025974 49,770 ■ ■, ' す；
4,090,602 0 .01216? 0.0344595 2,291 150/580 0.015215 0.002588 54,967 3,016,724 0.018221 0.0380576 29,418 3,798,084 0 .007745 0 .033268 56,044 . 6,320,794 0 .008867 0.0388037 67,549 4,429,283 0.015251* 0.076318 i 他  306 8,286,468 0.013312. 0.0763728 57,856 3,816, 725 0.015159 0.065366 152,457 7 ,823,035 0 .019488 0 .1055569 39,552 3,181,492 . 0.012432 ， 0.044686 • 、 170,137 6,639,579 0 .025625 0.117797

10 56,858 2,456,868 0/023142 1 0 .064239 104, 460 5,034,340 0.020749 0.072324
11 536,856 8,342,91^ 0.064349 0 .606546 656,312 17,963, 715 0； 036535 0 .454407
T 885,103 , 1.444,325

■

-.■ • : 4 ' 部 . n
1 7,026 3,128,257 0 .002239 0.007938 18,088 4, 747,157 0 .003810 0 .012523
2 125,553 10,171,284 0 .012344 0 .141851 274,011 17, 705,998 0 .015476 0 .189716
3 158,810 12,939,439 こ ' 0 .012273 0 .179425 391,454 24,263,565 0.016133 0. 271029
4 593,714 10,799,780 0 .054975 0. 670785 760, 772 22,998,055 0 .033080 0. 526732

T 885,103 1,444,325 1.

(6 — 2 ) 表最終需耍家計外消赀支出調整w ork-she6 t

產 業  
部 門

30 年 1—0
家計外消费 A

30 年 1—0  
也 席 額  B A / B

35 苹 I —O 
家計外消奴 O

35 年 1 -^0  
生 産 額  D

1 24 ,10C 2,758,800 0 .咖 29,391 3,138, 257
2 * C 299,300 C  ヽ 0 393,015
3 126,40C 2 ,432.000 0.052C 342,479 3, 338, 930
4 1,400 1,176,900 0.0009 210459 2,622, 614
5 18,300 800,500 0.0229 41,287 1,530,580
6 0 1,592,000 0 3, 769 3,798,084
7 0 1,315,500 "0 9,997 4, 429,283
8 38,900 2,123,100 0 .0183 47,513 3,816,675
? 0 1,493,400 . 0 0 3,181,492

10 7,900 1,349,200 0.0059 10,092 2,456,868
H 131,400 5,994,600 0.0219 379, 118 8, 342/912

合 St 348,400 21,335,300 0.0161 885,105 .37,048,710
1 24,100 2 .758,800 0,0037 29,391 3,138,257
2 166,700 6,031,300 0.0263 411>451 10,171,234
3 18,300 5,201,400 1 0035 55,053 12,939,439
4 139,300 7,343,8000.0190 389,210 10, 790, 780

合 n 348,400
ょ 入 ；. T r

21,335,500J0.0161 
1

835,105 
I V 37,048,710

C / D 40 年 1 - 0
象計外消费

40 年 I —O
生- &  m  p E / F 3 0 年 I —O 

A  ノ T i
3 5 年 I—O 

c  ノ tS
4 0 介： J —O 

E / T 3
7 0.0094 67；93€ 4,747,157 0,0143 0 0691，J0.03320C 0,04436
5 \ 0 C 541,644 0 C ； C ；0
3 0.1026 452,289 5,267,438 0.0859 0 ,3628C 0. 386936 0. 29553
1 0 .0082 32,689 4,090,602 0.0080 0.004620.024245 0.02136
) 0 . 0 2 7 0 38,055 3,016, 724 0.0126 0.052530,046646 0 .024B7
1 0.0010 . 9,186 6,320,794 0.0015 00.004258 0.00602
1 0 .0023 13, 757 8,286, 468 0.0017 0 0.011295 0.00899

0 .0124 74,139 7,823,035 0.0095 0.11165 0.053681 0.04844
0 6,386 6,639,579 0.0010 0 . 0 0.00417

0 .0041 13,878 5,034,340 6. 0028 0.02268 0.6il402 0,00907
0 .0454 822,106 17,063,715 :0.0458 0,3 プ 715 0.428331 0.53718
0 .0239 1,530,421 69,731.496 (X 6219 1.0 1.0 : L 0  ,

0 .0094 67,936 4, 747,157 0.0143 0.06917 0.033206 0； 04458
0 .0405 559,117 17, 722, 719 ,0,0315 t 47847 0.464861 0.36686
0,0043 67,384 24, 263,565 0.0025 0.05253 0.062199 0.04002
0.0360 835, m 22, m ,  055 0.0364 0,39983 [).439733 0.54853
0* 023$丨3,53d, 421 

Ta 69,731,496 0.0219 1,0 、 1.0 1.0

6 1(82T)

( 5 - 3 ) 表 4 部門別资本減耗引当金
(100万円）

卬 度
產.栗 30 31 32 33 34 35 36 - ; 37 38 39 40

1
2 138476.06 151885.70 168967. 62 188998.43 207139. 50 235880.97 268049.33 308954.96 358004.82 406911.10 447547. 70
3 167421.74 184581.60 215984.78 247835.56 285681* 47 353567,97 444563.43 542497.26 "629477.50 736022.94 820114.53

, 4 692463.66 743301.55 806992. 78 880162.10 970426. 34 1096484.9 1245493.7 1408469.4 1596710. 7 1845110.4 2075820.4

(ホ） 家計外消費支出

家計外消費支出は企業の消費的経費をいい，税法上ならびに会計上，経費控除が認められるもの 

に相当する。具体.的には，福利厚生費，交際費，.旅費，交通費（通勤交通費は除く）等が含まれてい 

るが，原理的には，福利厚生費等はtei人の間接的給与として，個人に掃属するものであり，勤労所 

得的性格をもっているものもあり，定義上および推訂上，実際値を正確に把握することは困難であ 

る。しかも，現在の国民所得統計で.は,家計外消費金額を中間財として所得推計から除外している 

ため何らかの別途推計を行なわないかき: り時系列資料をえることは困まである。

( 6 - 1 )表は， 1 - 0 表で付加倾値項目における家計外消費支出が利用可能な昭和35, 40年にっい 

て, 対部門別総支出額比率および家計外消費交出総額に対する部門別坊率を算定したものである。• 
40 年> 0 は昭和35年価格に修正されていない泌め, そのまま比較することに若干問題を残すが， 

第 3 糊，第 7 欄の比較では，部門数をある程度ァグリゲ彳トすれば，一応安定的と考えて臾い。

般終冗迆項目における家計外消費支出にっいて，' 同様な表を作成したのが（6 - 2 )表である。比 

率の安妃性については，祷論づけることは難かしいが，総支出の約1* 5〜 2. 0% の.ところにほぼ宠 

まっていると考えられる。 . ' '  ニ

現丨：1の性格からして，企業の释费とUて考えられるもd , したがって，企樂行動の反映と考え 

たほうがよい。それ故，推矩は,付加価値部門の対総交出額比率を昭和3 5年 1 - 0 表の値に固矩し

' — (50(826) —  •

■> i*i\. < Vx,*l v̂*'wr 'L.it̂Cy ■/ . ** *  V'<k jri «c •» h*

産業速関丧i 国段所得統n•の斉合性
( 5 - 2 )  ^ 1 1 部門別資本減耗引当金

(100 万H)
〜— 华■度

密 m 30 31 32 33 34 35 ‘ 36 37 * 38 39 ,4 0
1
2 2 之401.795 24212- 096 27029,251 29137.140 30662/575 32654.999 34691.960 37613.013 38937,892 41009.742 43611.791
3 27653.868 30412.848 32952:245 37962,790 42069.485 4673L 996 53175.118 05000. 203 77772.001 89072.227 99760.876
4 42735.224 47520. 365 52999*996 58953.263 64408. 714 72734.999 8069L 417 88645.483 95094.298 104的2 .59 113983.51
5 36959. 375 44397.774 55961.001 66123.806 77990.170 92209.997 111243.39 129124.84 149850.46 186321,86 206623.39
6 50861.938 51643.431 56847.803 63557. 758 70857.936 86928.998 105548.02 126678.05 149521.71 169969.14 185873.51
7 47322； 464 .51381.822 61801.208 71755.936 83335.175 111633*99 146541,02 188679.33 217483.77 255272.77 285847*81
8 45685.182 49740.401 55986.137 62945.246 69998. 745 83758.998 99490.844 117096.27 146200.64 171836.55 190191.53
9 32277.975 37158.580 41374.785 46398.079 53498. 203 62794.999 81226.009 98015.044 112621.56 130459.17 141769.82

10 179138.95 214140. 38 251996.65 302256.14 366993,02 449419.99 543915.47 642472.40 761684.83 920225.53 1073171.7
11 513324.71 529161.17 554996.13 577905.96 603433.32 647064. 99 701578. 28 765997.06 835025.94 924884.88 1002648, 7
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產樂連関表と国民所得_ 計め斉合挫

ておいて，各部門総支出額の時系列より推計することにした。最終需要部分については，付加価値 

部門の家計外消費支出総額を最終需要における産業別比率（昭和35年)で按分してもとめることに

. . . -  . .  
以上で'産業連関表付加価値構成項目のうち補助金，間接税，勤労所得，資本減耗引当金，家計外

消代支出の各項について，時系列資料ど3 5年 1 - 0 表との対応• 調整手続きを述べた。

上記の項目以外に営業余剰項目が残っている。営業余剰項目の時系列資料が部門別に利用文きな

いことと，産業連関表全体の性格から，もし独立に営業余剰を推訐しても，その結果もとめられる

粗付加価値が中間取弓I部丨1 との関係，および最終需要項目との関係で斉合性が保たれなければなら

°

それ故，中間取引部門の投入係数を以下で述べるRAS-methodによって推計した後，部門別粗 

付加価値率を先取りして, 部門別総支出額から粗付加価値額をもとめ，それから上記推計した他の 

付加価値項目.を控除した残差を営業余剰として扱うことにした。

したがって，営業余剰の推計値の妥当性は，中間取引行列の妥当性を’直接反映することになる。

• • - ■ '

. . . . . : .  . ' . : . . へ. -. . . .
§ 投入係数の変動とRAS-method

投入係数の動学的展開は，本来 1 ) Technical change 'およびScale ch a n g eとしてとらえられる 

供給側の技術構造の変化と2) New p ro d u ctの開発が需要構造の変化をもたらすという意味で 

の Product m i x 要因と考えられる需要側の変化要因の両面から分析されるべきものである。しか 

しながら，ある程度，統合された産業連関表を用いるマクロ . モデル分析においては，これら個  々

の要因を陽表的にあらわすことはきわめて困難な場合が多い。 .
W. L eontiefは，閉鎖体系において，生産性係数と生產係数の概念を導入して，，技術進歩による 

投入係数の変化の可能性を述べた。

牛.库性係数はA j であらわし，ある産業の生産性の上昇がその産業からI n p u tをうけるすべて 

の廂業に影響を与える効果を意味し，一方生産係数はA ,.であらわし，ある商品から，他の商品へ 

の代替効果がすべての産業のIn p u tの構成に与える影響を意味している。そのとき, 第 i 部旳の 

痄出量をXハ；̂ を坐産するために必要な第i 財の投入贵を吻とすれば，投入係僉叫がん，ん 

により変化する効果を考え11  '

%: Ĉ ij -x,

が成立する。 - i
したがって, 投入係数a m の変動をある産業すベてのIn p u tに一様に# 用する要因Ay と，す

   62 ( 8 2 8 ) — —
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(7—1 ) 表 4 部門Ay 30年，35年，40年実績値比較

年

30
35
40
年

30
35
40
年

30
35
40

30
35
40

指 数 指敫 指数 なii 措数

0 .1587 
0.1560 
0.1179

0 .0545 
0 .0718 
0 .0996

0 .0564 
0 .0657 
0. 0643

100.
76.

76.
100.

139.

86.

100.

98.

0 .3103 
0 .2304 
0 .1991

0.2386 
0 .2807 
0 .2782

0.0514 
0 .0763 
0. 0833

135. 0.0185 280. 0.0025 89.
100. 0.0066 100. 0.0028 100.
86. 0.0060 91. 0.0036 129.

100.

99.

0 .1696 
0 .1414 
0 .1354

120.

100.

96.

0.0834
0.0866
0.0707

96/
100.
82.

67. 0.3910 87. 0.0509 77.
100. 0.4496 100. 0.0658 100.
109. 0.3935 88. 0.0568 86.

0.0636 174. 0；1185 101. 0.1161 99. 0.1351 96.
0. 0365 100. 0.1176 100. . 0 . 1 1 6 9 100, ,0.1413 100.
0.0665 182. 0.1276 109. 0.1382 118. 0.1566 111.

指数：め/ 5 =  100 _
4 0 年表は遠-出表•ただし， 価格は ^ ) 印価格表示。■ - .. . • . .

ベての産業のIn p u t構成を一様に変化させる要因At_との相乘効果によるものと考えた。（7- 1)表 

は， 4 部門について，昭和30年， 35年？ 4 0年の投入係数と35年を1 0 0としたときの指数を示し 

たものである。3 表が必ずしも厳密に比較可能であるとはいえないが，投入係数の半数以上が20%
以上の変化をホしていることがわかる。したがって，従来のマクロ•モデルの名くで仮定されでき

' ■  ■ ■ .  -

たように，ある特定年のa け に固足して構造をシ ミ ュ レートすることは,日本の場合あまり妥当す 

る仮定であるとは考えがたい。 ; ： ’
レオンチェフの生産性係数および生產怿数の概念を, よりオペレニショナルなかたちセ導ズして， 

ある初期時点の投入係数から, 目標年次の投入係数の推定を行なったものに， R. Stone © RAS- 
m ethodがある6 初期時点の投入係数行列をA ° , 目標時点の投入係数行列をh ! とし，各々のェ： 

レメ :ノ ト を a、とすれば, がりが次の2 つの効果によって，a^i jに変化するものと仮定する& 
代替効果（the effect of substitution}: 投入される商品間^•代替が_ った場合, その托替効果が， 

その財奪 I n p u tとして使用していたすベての産業に一様に代替効果を及ぼすと彼走チる。し 

：たがって’ 投入係数の各列について一様に作用ずると被定され，；め丨，a V …"めンは代替乘数 

T i によって，一様に修正を受ける。 レオンチヱフの生産係数の婢念に対応すると考えられる。 

加工度効果（Tho effect of fabrication):ある産業における生産性の上昇が,その産業における 

In p u tの構成を一様に変化させると仮定する。したがって加工度効果は投入係数の各行ごとに 

一様に作用すると考えられ， a V ‘. i V が，加工度乘数もの変化を—様に受けょも， 

め： になると仮宠する0 レオンチエブの生座‘性係数に対祐させることができる6  

. — 6 3 ( 5 2 9 )  —
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產樂速関表と国民所得統計0 斉合性

初期時点の投入係数A ° が A どもの 2 つの効果の相乗効果によって, 目標時点のA\v に変化 

したと考える考え方である。 \  ’
RAS-methodの目的は，:利用可能な目標時点の部H別中間需要合計，部門別中間投入合計，部門 

別座出童の情報と初期時点d 投入係数を用いて,目標時点の投入係数を推定しようとするところに 

ある。

H _ 時点<b中間需耍合計ベクトルをc1, 中間投入合計ベクトルをが， 産出量ベクトルをゲと 

すれば，

A 1~~iiA 0S : . , ：

ci=zA 1ijli = i iA <i4ls

が成立する。ことで， i は単位べクトル,八はベクトルの各エレメントを対角要素とする対角行列 

である。上Q 方程式で c1，ゼヽ, V および A ° の情報を用いて， r t., s, 1>たがってA 1 を推計する。 

決際の計算手続きは, （7-幻表に記載したフロ“  • チャートに示すとi r りである。

また解の一意性については， 中間投入量 c1 の部門合計が中間需要量ポの部門合計に恒等的に

(7 — 2 ) 表  P A S -rile thod  F lo w -C h a r t

m m が !
_ ぶ

等しいことから，保証されている。R, S to n ed  RAS-methodは，形式的にはW. L eontiefの a“ 
浚化のM念を導入しては\ 、るものの, 吣の変化翦因を分祈す名どV、うより, 雄に補間公式食もと

-—~- 64 ( 卿 ——  '
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• 虛業述関表と国民所得統訐の斎合性

めたにすぎない。 したがって， 推 計 さ れ た n 及び S , が構造変化の要因としていかなる意味をもち，

かつ経験的に妥当性を有するb は別途，他の情報から考察すべきことであろう。 、 

RAS-methodによ.る補間プロセス'は，上記のように，ch :dh q3 のべグト:ルが目標‘年次につV、て.利 
用できなければなやない。 しかしながら実際，队,‘ が利用不可能な年にづいては>;，d j 等の資料を.
えることが困難な瘍合が多い。実際昭和30年, 35年, 40 _ 以外の各年では, b•，もの資料がなく，

しチこがって，RAS-methodをそのまま利用することはできない。これはキデル作成上の一づの問題 

点であるが，目下毺々の方法セ中間年次の投入構造の把握につとめているので，別の機会に詳論するi 
資料の問題点としヤ，国民所得勘定からもとめられる最終需要と産業連関表の最終需要との間に 

かなりの不一致がみられる点を指摘しなげればならない。 . ：

' §•産額資料の奔合性  ‘
- » . . . . . . .  j

まず，所得ベースで推計された坐産額ど1 - 0ベースの生途額との対応をみる。.

(8-1)表，（8-2)表は，昭和30年，35年について，1-0表と所得べ一ス生産額(35,年不変伽格表 

系）とを対応さ奋， その斉合性を検討したものである。 ‘ 2 ) 表の昭和35年に関しては， 両者問‘ ，I

(8 — 1 ) 表 昭 3 0 年 生 產 额比校表

2 0 部 H A
所得べ一ス生産 I - O ベ一スイii產 B - A B / A U 部門

A
所得ベース生.産

Bi~ o ベ—スル•库 B —A B / A

\ 2,743,800 2,?58,800 10,000 1.00363 1 2S 748,800 2, 758,800 10,000 1.00363
2 276,100 299, 300 23,200 1.08402 2 276,100 299, 300 . 23,200 1.08402
3 2,807,900 % 432,000 -3 7 5 ,900 0.86612 3 2,807,900 2, 432,000 -375,900 0.86612
4 1,237,900 1，148,900 — 89,000 0 .92810 4 1,564,900 1,476,900 — 88/000 0.94376
5 327,000 328,000 1,000 1.00305 5 739,300 800,500 61,200 1.08278
6 739, 300 , 800 ,500 61,200 1.08278 6 1,522,000 1,592,000 70,000 ,1.04599
? 1,301,900 1.366, 400 64.500 1.04954 7 1,207,100 1* 315,500 108( 400 1.08985

：8 220,100 225,600 5,500 1.02498 8 1,970,500 .2,123,100 152, 600 1.07744
9 533,400 522,100 - 13,300 0 .97515 9 l t 597,000 1,493,400 -103,600 0.93512,

10 279,500 336,400 56,900 1.20357 10 1,421,300 1,349,200 - 72,100 0.94927
11 392,200 457,200 65,000 1 .16573 11 5,360,100 5,994,600 634,500 L 11837

、 12 * 1,970,500 2/123,100 152,600 1.07744 T o ta l 21,215,000 21* 335,300 12,030 1.01981
13 1,597,000 1,493,400 — 103, 600 0. &3512 4 部門

14 346,200 343,300 一 2t 900 0.99162 L 2, 748,800 2t 758, 800 10,000 1.00363
15 1,294,900 1,846,800 551,900 L 42621 2 6,619,400 6( 031,300 -288# 100 0.95647
16 437,200 372,200 一 65,000 0.85132 3 5,065,400 5,201,400 136,200 1；02688
17 1,075,100 1,005,900 - 69/200 0,93563 4 6, V81,400 7,343,800 562,400 L 08293
18 506,300 388,50Q -117,800 0 .76733 T ota l 21,215,000 21,335, &00 4,205 1.01982
19 2,531,800 2,545, 400 13,600 1.00537
20 ' 589,000 841,700 251,800 1.42685

T o ta l 21,215,000 21t 635,500 4,205 1.01982 …. . . . . ■

， — 65 (831) —  ‘
. . .  . -
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. -  ； レ . ‘ . . '.....ノ .

' *  \ ’ . ... . . . . -  .,...
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産業連関表と国民所得統計の奔合性 

( 8 - 2 ) 表 昭 3 5年生産額比較表

2 0 部門 A
所得べ一ス生産

B1 - 0 生1度 べ ス B —A B / A i l 部 r i A
所得ペース生産

B1 - 0 ベース生産 B —A B / A

1 3( 138,300 3,138,257 - 43 0 .99998 1 3,138/300 3,138,25? - 43 0 .99998
2 393.100 393,015 - 85 0.99978 2 393,100 393,015 — 85 0.99978
3 3,339,000 3,338,930 »  70 0.99997 3 3,339,000 3,338,930 一 70 0.99997
4 1,956,600 1,956,622 22 1.00001 4 2. 622,600 2,622,614 14 0. 99999

..… 5 666,000 665,992 一  8 0 .99998 5 1，530,600 1* 530,580 — 20 1.00001
6 1,530,600 1,530,580 - 20 . 0_ 99993 6 • 3, 798,200 3, 798,084 -116 1.00003
7 3,215,600 3,215, 483 - 11? 0 .99996 7 4, 429,300 4,429,283 - 17 1.00000
8 ,582 ,600 582,601 1 1.00000 8 3 ,816,600 3,816,675 75 0 .99998
9 1,640,100 1,640,144 44 1.00002 9 3,181,ぬ0 3,181,492 一  8 L00000

10 1/427, 100 1,427,103 3 1.00000 1 10 2,456,900 2,456,868 - 32 1.00001
11 1,362,100 1,362,036 - 64 0 .99995 11 8,342,900 8,342, &12 12 0 .99999

， 12 3,816,600 3,816,675 75 1.00001 T o ta l 37,049,000 37,048,710 290 0,99999
13 3,181,500 3,181,492 — 8 0 .99999 4 部門 i -

14 653,200 653,195 — 5 0 .99999 1 3,138,300 ,3,138, 257 - 43 1.00001
15 2, 489, 200 2,489,240 40 1.00001 2 10,171,300 10,171,234 - 66 1 1.00000
16 619/100 619,075 一  25 0 .99995 3 12,939,600 12,939,43? 一161 1.00001
17 1.803,700 1,803,673 - 27 0 .99998 4 10, 799, 800 ■10,799, 780 - 20 1.00000
18 906,300 906,339 39 1.00004 T ota l 37,049,000 37,048,710 -10,290 1‘00027
19 3,384j 400 3,384,388 一 12 0,99999
20 943,900 943,870 一 30 0 .99996

T o ta l 37,049,000 37,048,710 290 0 .99999

で'ずれは，ほとんどない„ しかし，（8 - 1 ) 表によれば, 20 部門表では，第 3 , 第 1 6 , 第 1 8 ,第2 0部 

P1でかなりのギヤップがある。 1 1部門， 4 部門と統合を重ねると， その不一致は， 相殺されるc 
したがって， 4 部門モデルの段階では，不一致を無視してもかまわないレ，ディスブグリゲイ卜す 

れば，かなり問題点として残今と考えられる。

この不一致は，最終需要合訏については，さらに大きい。 •
囯民所得統計では， 家計外消費支出を中間取引として除外しているため， 昭和 3 0年， 3 5年の 

1 - 0 表の家計外消費支出をそのま$ ，補填するとしても，

所得ベースF .D . 合計 
(除く，関税 *輪入）

家 許 外 / 消 n  (I 一 o ベース） 合 計 s

_  3 0 年 

昭 和 35 5|：

loo y m8,531,356 
15,306, 284

348,400 
885( 103

8,879,756 
16,191,387

であるのに対して，各 年 1 - 0 表によれば，昭和 3p年は 9, 573, 4 2 3西万P〗で 693, 6 6 7亩万円の差， 

約 6. 5% , 所得統針が下まわっており， I®和 35 年でも， 1 - 0 ベースで17, 235,114西万円で,差 

1 ,0 43 ,7 27苗万円と約6 % のギャップがみられる。 •
最終需要項因のうち, . 民間個人消費支出については,所得ベースの推計値が家計調逾統計べ一ス 

であるのに対して，1 - 0 表はコモデイテイ 一 • フロー法による锁み上げで推矩さ;^そいる。先に述
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産業連関表と国民所得統計の奔合牲   I' ' — .    .， . . ：:_
ベた新推計では，この点を修正して，所得ベースの推計に際して， コモ法を並用している。 |

’ m  ノ ‘

. . . . . . . : : ...'
本所論は，昭和邪 年 1 - 0 表と国民所得統計との斉合性という観点から，資料に;^討を加みた^

幾つかの資料の間で，斉合性が保たれるととは重要な条件であるが，それは，資料間の推計値の 

一致性を必ずしも要求するものではない点に注意しなければならない。

上記の例を引用すれば, 1 - 0 ベースの民間消費支出が，所得統訐のそれと必ずしも対尥していな 

いのは，それぞれの統計資料の推計上の諸定義が異なることに帰因する部分が大きい。この相違は 

研究者にとっては，その原因が推計上の定義によっているという意味でさして間題とはならない。

けだし，自己の分析目的に添ったかたちで資料を整えることも章た分析の一部となるからである。 . .
したがって，資料が分析目的に添って容易に組み替えができるかたちで整備されて い る こ レ こ 

れが必要十分条件なのである。 • …
本所論は，K E O 産業別マクロ • モデルの作成という分析目的上の要請から， i —o 統計と所得統 

計の斉合性を検討した。

問題点を列記すると

1 ) 間接税の推計に際して，産業部門別の時系列推計値が利用できず， したがっで, 所得統|十の 

間接税総額を昭和3 5年 1 - 0 表の部門別比率で按分した。そQ 際所得統計の関税分を控除し な ； 

ければならず，それも 1 - 0 表の 3 5 年値 . co n s t a n tとして控除額を決めた。 '
2 ) 就業者数の資料は，ァクテイビ，イテイ一• ベースによる1 - 0表の産業分類と労調および国調 

の産業分類が必ずしも対応しないため，1 - 0 表の産業部門分割をd i s a g g r e g a t eした場合， 時 

系列的に推移をみるに際して，労調および国調ベースの資料利用に困難を生ずる6
3) 家計外消費支出の部門別時系列資料がえられないこと。

4) 最終需要総額に関して，所得統計と対応づけた場合，一般的には，所得統計の方が，家計外 

消費支出のギヤップを修正してもなお，6〜7%の過小推計の傾向がみられる。

5) RASri»ethodによる投入係数の推訐は，いわば，補間公式を当嵌めているにすぎず， したが 

って，；P o s i t i v eな投入係数の変動要因の分析ではない。

以上の諸点は，今回の作業で明らかとなった想:要な問題点であるが，新国民所得統計による諸改 

訂があったことをことわっておかなければならない。 しかし4 0年 1 - 0 との斉合性に留意した，40 
年以降の所得統計の整備がその課題であったから，過年度分については上記の若千の問題点は依然 

として残っている。

I
' •~ - 67(833) —  .. H1
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賃金決定要素としての労働市場
. . . .

.

佐 野 陽 子

I 旁働市場の実証研究 

C I労働移動を阻害する要因

冚労働市場の諸類型. ■
I V 企業の内部労働市場と外部労働市場 ' '
令 結 語 ： ' .
. . . . . . . . . : :i. . ■: : .

I 労働市場の実証研究' . . . .

静態的経済理論において，勞働は長い間生産物や資金などと同一の競争市場の世界で扱われてき 

た。 競争原理ふら乖離する缉象は, 摩擦， 惰性などという整理箱に入れられていた。 しがしなが 

ら，「需要と供給は価格の究極的な説明.ではない。それは価格に影響を及ぼす無数の諸力，諸原因，

諸要因を分析し叙述するためのいっさいがっさいを答めた便利な範疇である•というにすぎない。需 

要と供給は最終的な答えを提供するものというより，問題提起の手初めをなすというべき^L ある。

経済原理にもとづく説明が，非現実的でありい突際の賃金や雇用の変化を説明できないのではな’ 
いかという疑問は当初からあった。しかし，それは単なる直観の範囲で、あったり，それに対する囱 

答も抽象的なものであったりして, 穡極的な論争は, 余り生まれなかった。とごろが1 9 3 0年代の 

経済学刷新期を迎えて, アメリカで一連の労働市場実証研究が始まった。それはアメリカ経済学の 

•制度派的伝統+と,不況期の失業問題を解決せねばならないというプラグマテイツクな要請が融合し 

た所産であったろう。その後，戦争時になると，劣働力の配分計画や物価•賃金の統制問題と結び 

ついて, 労働市場の調査研吮は引き続き法目された。 1940— 1 9 5 0年代までは， ブルニ力ラ一労働 

岩の労働市場問題， それに労働組合連動に関する研究が蓄積された時期である。1960年代^!なる 

と，失業は失業でも「構造的失業」が問題になる。労働市場の研究も，ブル一•カラ一以外の分呀 

へ拡がった。第 3 次産業の発展に結びつくホワイト• カラ一労働若，特に女子琪務従_ 者 •技術者* 
若年ホワイト • カラ~ 労働者，さらに黒人などの人種問題にまで関速するようになった。

さて, 1的0 年代から5 0年代にいたる労働市場の実証的研究の積み逋ねから， われわれはいくつ

注（1 ) サムエルソン著都留逭人訳f释济学j 沿波措0 , 炤和43年，594食》
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